
厚 議 厚

令和４年９月９日

厚岸町議会議長 堀 守 様

厚生文教常任委員会

委員長 室 﨑 正 之

厚生文教常任委員会先進地行政視察報告書

過般、厚生文教常任委員会において先進地行政視察を実施したので、その結果を別紙

のとおり報告します。
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厚生文教常任委員会道内先進地行政視察報告書

１ 視察の目的

道内先進地における諸施策の実施状況を視察調査し、当町の現状を踏まえて今後

の議会活動に処するため。

２ 視察日程等

（１）期間 令和４年５月18日（水）～５月20日（金）の３日間

（２）視察先及び調査事項

栗山町 ①ケアラー支援条例について

②議会改革について

ニセコ町 ①エキノコックス症対策について

②ニセコ町の町づくりについて

３ 参加委員等

委員 室﨑委員長、杉田副委員長、石澤委員、音喜多委員、

金子委員、堀委員（６名）

随行（議会事務局） 髙橋事務局長、佐藤議事係長

４ 視察対応者等

栗山町

栗山町議会議長 鵜 川 和 彦

副議長 藤 本 光 行

議員 齊 藤 義 崇

議員 土 井 道 子

事務局長 小 南 治 朗

栗山町福祉課

福祉総括兼福祉課長 森 英 幸

社会福祉士 大 家 洋 志

栗山町社会福祉協議会

事務局長 本 田 徹

ニセコ町

ニセコ町副町長 山 本 契 太

ニセコ町保健福祉課

保健師 齋 藤 香 織

ニセコ町企画環境課

経営企画係長 佐 藤 英 征

環境モデル都市推進係長 島 﨑 貴 義
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５ 視察内容

以下の目的を持って、栗山町・ニセコ町を視察した。尚、事前に入手できる資料は、

出来る限り入手し調査をした。（事前入手資料を含め、資料は別に添付する）

１．栗山町

栗山町は、空知総合振興局管内南部に位置し、札幌市や新千歳空港から車で約１時間

の距離にある。

面積は２０３.９３㎢で西部は平地、東部は夕張山地に由来する山地となっている。水

稲や麦類、ジャガイモ等の野菜の生産が盛んである。

令和４年４月３０日現在で、人口は１１,１９６人、世帯数５,７８６世帯となってい

る。

町名の由来はアイヌ語のヤムニウシで、ヤムニ・ウシ（栗の木・多いところ）の意訳

といわれている。

栗山町は他自治体にさきがけて「ケアラー支援条例」を制定し、事業の展開を行って

いる。条例の内容と制定に至るきっかけ、経緯を含めて、栗山町のケアラー支援事業

について視察した。

また、栗山町は議会改革の面でも他に一歩先んじた町として知られている、その内容

についても聞きたい。との目的を持って栗山町を訪問した。

令和４年５月１８日１４時より、栗山町役場３階議員控室において、担当職員より説

明を受けた。
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Ⅰ ケアラー支援条例

ケアラー（高齢、障がい、疾病等により、援助を要する身近な人のため、無償で

介護・看護等の世話や援助を行う人）

（１）ケアラー支援体制の充実は喫緊の問題とされる。

介護保険発足時から、この制度の弱点は世話をする人（ケアラー）の支援が薄弱で

ある。ケアラーが倒れれば家庭介護が成り立たなくなり、介護保険制度の崩壊に繋

がるとの指摘があった。

栗山町はこの問題を直視し、ケアラーの支援事業を展開してきている。

栗山町のケアラー支援活動は、日本ケアラー連盟の依頼調査に端を発している。

これは平成２２年、平成２７年、令和２年の３回行われた栗山町社会福祉協議会に

よる全世帯の郵送実態調査で町内におけるケアラーの実態、課題が浮かび上がって

きた。

この課題の解消のため、社会福祉協議会は町の支援を受けながら支援策を実行して

きた。

（２）調査により浮かび上がった課題

① 実際ケアラーの立場にある人は約１９％

ケアラーになったときの不安を感じている人は約８２％

相談出来る人や窓口のある人は３６％

体調の不良を抱え医療機関を受診している人は４０％

ケアラーとなったため働き方を変更した人は１０％

１８歳未満のケアラー協力者５％（このうちヤングケアラーがどの程度含まれ

ているかは今後調査）

② ケアラーの支援希望としては 下記の要望が多かった。

ケアをして困っていることに気づいて欲しい。

専門職や行政職のケアラーに対する理解が欲しい。

ケアラーへの情報提供が欲しい。

地域職場、社会のケアラーに対する理解が欲しい。

ケアが必要な人へのサービスの充実が欲しい。

ケアラーの緊急時、ケアが必要な人へのサービスの充実が欲しい。

（３）これらの課題を受けて栗山町社会福祉協議会では、平成２２年以降ケアラー支

援策を一つ一つ実施してきた。

① 命のバトン

ケアラー世帯、ひとり暮らし世帯、高齢者世帯に配布。

② 在宅サポーター

命のバトン配布世帯を定期的に訪問するため社協の職員として２名採用、在宅

サポーターの得た情報は民生委員、地域包括支援センター、町内会などに提供
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され、地域サポートの基盤となる。

③ 宅配電話帳

買い物に行けない人のため、商店と福祉施策を繋ぐもの。全戸配布。

④ 熟年人材登録

長年に亘って極めた趣味や技術を地域で活かす。地域カフェでの講座等。

⑤ ケアラー手帳

調査の結果、ケアラーの多くが病気を抱えていたり、地域と疎遠になっている

実態が浮き彫りになっている。ケアラーと地域を繋ぐものとして「ケアラー手

帳」を作成した。

内容は、全国の介護体験者の事例集、相談窓口、気分転換法の紹介、困ったと

きのサービス早見表、ケアラーの体調チェック表、健康診断の記録、知ってお

きたい介護技術ほかで構成。

⑥ まちなかケアラーズカフェ

ケアラー同士の交流の場、ケアラーに限らず町民の集まる地域のたまり場でも

ある。係員が常駐する。ケアラーが買い物に行く間、認知症被介護者の見守り

をすることもある。（同様の施設が町内に４カ所ある）

⑦ ケアラーサポーター養成講座

ケアラー支援の担い手として「サポーター」の養成研修を行う。地域福祉、臨

床医学（認知症）、臨床心理学、ピアサポートほかのカリキュラムで実施、町

民が受講、４０名のサポーターを養成した。

⑧ ケアラーアセスメント

介護保険では要介護者の状態を介護度で判断する。

同様にケアラーの心身の状況を５段階評価で可視化し、ケアラーの体調や心の

不安による変化を把握し、サービスの提供に繋げる。

ケアラー宅を訪問し、休息や睡眠の状況、家族の支援の有無などを聞き取り、

心身共に健康であれば「１」、要介護者に手を上げそうな状態だと「５」（へと

へと）とするなど客観的評価に努める。

（４）ケアラー支援条例

① ケアラー支援条例を制定した。

ケアラー問題は社会問題である。社協単独事業では限界があり、行政、町民、

事業者、関係機関等皆がそれぞれ役割を分担し、一体となって行わなければな

らない。ケアラー支援事業は将来に亘って継続されねばならず、恒久的体制の

構築が必要である。

以上の観点から条例の制定が必要との判断に至った。

② 条例は全９条で成り立つ。

第１条 目的を規定、ケアラーを社会全体で支えること、施策の計画的推進に

より、全ケアラーが健康で文化的な生活を営むことの出来る社会の実現を目指

す。

第２条 定義、ケアラーと関係機関を定義する。
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ケアラー・・・高齢、障がい、疾病等により、援助を要する身近な人のため

無償で介護・看護等の世話や援助を行う人

（ヤングケアラーを含む・・逐条解説）

関係機関・・・栗山町社協、介護、障がい者障がい児の支援に関する活動を

行い、その活動においてケアラーに関わる機関

第３条 基本理念。町、町民、事業者、関係機関等の多様な主体が相互に連携

を図り、ケアラーが孤立することのないよう社会全体で支えることを規定する。

第４条 町の責務を規定、基本理念に則った施策を実施する。町民参加の機会

の提供の責務を明記した。

第５条 町民はケアラーの支援に理解を深め、町の施策に協力する旨規定。

第６条 事業者の役割を規定。従業員の職業生活と従業員の行う介護等の支援

に努めるべき責務を明記した。

第７条 関係機関のケアラー支援の必要性把握の責務を有することを規定する。

第８条 ケアラー支援策定計画の策定とその事項を規定する。

第９条 ケアラー支援推進協議会の設置を規定する。

（５）ケアラー支援計画、ケアラー支援推進協議会

① ケアラー支援計画策定にあたり、ケアラー経験者、老人クラブ連合会、ボラン

ティア連絡協議会、民生委員児童委員協議会、町内会連合会、社会福祉協議会、

商工会議所、介護事業所、有識者による「栗山町ケアラー支援推進協議会」を

立ち上げ議論を重ねた。

② ケアラー支援計画においては、支援施策６項目を規定する。

ⅰ ケアラー支援の必要性や知識を深める広報及び啓発活動。

ⅱ ケアラー支援を担う人材育成。

ⅲ 包括的な相談・支援体制。

ⅳ ケアラー同士の交流、情報交換の出来る場の設置。

ⅴ 障がい者及び子育て支援の充実。

ⅵ 国、道、関係市町村への情報発信、要望。

③ ケアラー支援計画は令和３年～５年の３カ年計画、栗山町第６次総合計画の個

別計画として位置づけられる。

④ ＰＤＣＡサイクルに基づく計画推進を実行する。

そのために庁内関係各課による連絡会議を設置し、支援に係る情報の共有、施

策の検討、実施状況の把握、進捗状況の管理を行う。

（６）今後の展望そして課題

① 家族介護者交流の場の設置（ケアラーズカフェ）

現在町内に４カ所あるが、ゆくゆく歩いて行ける距離に一つずつ設置出来るよ

う町内会等に働きかけている。

② ケアラーサポーターの養成を続ける。

命のバトン配布世帯への訪問活動を行っている。令和４年度は３００件計画。
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③ ヤングケアラーの実態把握を進める。

学校現場の認識を深めるため、研修会学習会の開催検討。

④ 事業所の理解を深める、介護休暇を取りやすくするための方策の検討協議。

⑤ 全ケアラーを栗山町全体が支える町づくりを実現。
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Ⅱ 議会基本条例

（１）議会基本条例の制定に至る議会改革の実践

① 議会改革の先鞭を切る栗山町に議会改革・議会基本条例の説明を受けた。

町民から選挙で選ばれた議員により構成される町議会、町民から選挙で選ばれ

た町長、二つの代表機関がその特性を活かして競い合い協力し合って、町民の

意思を町政に反映し、最良の結果を招く。

議会のあるべき姿を模索してきた栗山町が、多くの市町村にさきがけて議会基

本条例を制定したのは平成１８年５月である。

② その当時、財政状況悪化による平成１５年、１８年の国の行政改革に伴い、栗

山町も事務事業の見直し、補助金の削除、人件費の削減、民営化民営委託の拡

張等行財政改革を余儀なくされた。また、２度に亘る近隣自治体との合併協議

が不調に終わったことは 町民に自分の町を見直すきっかけを与えた。

③ 議会においてはその使命を果たすため、あるべき姿の模索が始まった。議会か

ら試案が提出された情報公開条例、議会のライブ中継、議会報告会（全国で２

番目）、参考人制度の活用など、できるところから改革を進めてきた。

また監視・提案機能の向上のため「中長期財政問題等特別委員会」を設置した。

このような積み重ねの中から、その集大成である最高規範「議会基本条例」を

制定するに至った。

（２）議会基本条例

① 議会基本条例は、約４年半の議会改革の実践の上に策定された。

・徹底した情報の公開と共有

・住民参加の機会の保障

・積極的議員間の討議 を３本の柱とする。

② この条例の特徴として１６項目が挙げられる。

1 町民や団体との意見交換の場として、議会主催による「一般会議」

2 請願陳情は町民からの政策提言として位置づけ

3 全議案につき議員の「賛否の公表」

4 「議会報告会」を義務化

5 議員の質問に対する町長や町職員の「反問権」の付与

6 「政策形成過程」に関する資料の提出（努力義務）

7 「議決事項」の追加

8 議員相互の「自由討議」の場を設置

9 政務活動費の透明性確保

10 議員の政治倫理の明記

11 本条例の最高規範性と毎年の見直しを明記

12 「議会モニター」を設置し、町民からの議会運営に関する提言を聴取

13 有識者から政策作りの助言を受ける「議会サポーター」の導入

14 正副議長志願者の所信表明
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15 災害発生時の対応方針を規定

16 通年議会、「文書質問」の導入

③ 一般会議

その時々の町政課題解決のため、議員及び町民が自由に情報及び意見を交換す

る場としての一般会議を設置する

商工会議所・・・コンパクトで賑わいのある町づくり

農業委員会・・・農業情勢・農地流動化の現状

小中学校教員・・・栗山町の教育の現状

行政担当者・・・総合計画、教育行政報告など

尚、議員定数については、多方面の団体と一般会議を開催し議論している。

④ 議会報告会（年 1回・１２会場）
議員は一班４名３班に分かれ４会場で議会活動の内容を報告、進行説明記録は

全て議員が行う。時間は９０分を目途、説明２０分、質疑意見交換は６０分程

とする。報告会は議会で決定した事項とし、議員個々の見解は述べない。

町民から出た意見や要望は、これをとりまとめて提言書として町長に渡す。

参加者の固定化傾向が見られる。また、参加者の年代や性別に偏りが見られる。

これを補完するものとして、学生、若者、女性、子育て世代を対象に出前報告

会を実施している。

⑤ 反問権

議員の質問に対する疑義や質問の意図等につき、反問する権利が町長や町職員

に付与される。議長の許可を得て行使される。

議論のすれ違いや、質問の趣旨論点不明確をただす効果がある。

⑥ 政策形成過程資料の提出

町長は政策等を提案するときは、次に掲げる決定過程を説明するよう務める。

・政策等の発生源

・検討した他の政策案等の内容

・他の自治体に類似する政策との比較検討

・総合計画における根拠または位置づけ

・関係ある法令及び条例等

・政策等の実施に関わる財源処置

・将来に亘る政策等のコスト計算

⑦ 議決事件の拡大

次の基本計画は議会が議決すべき事件として規定した。

・総合計画における基本構想・基本計画

・都市計画マスタープラン

・住生活基本計画

・高齢者保健福祉計画・介護保健事業計画

・子供子育て支援事業計画

・公共施設等管理事業計画

⑧ 自由討議
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論点や争点について議員間で討議をする場を設ける。町長等理事者の出席は必

要最小限に留める。

議長の発議または議員の動議により議会に諮って自由討議が行われる。

「討論」は議題について自己の賛成反対の意見表明であるのに対し、「自由討

議」は町政課題全般について、議員間の自由闊達な討議により、論点争点を明

らかにし、合議機関としての合意形成を図ることが目的である。

⑨ 議会モニター

町議会の運営に関し、町民からの要望、提言、意見を聞くため、公募により議

会モニターを置く。

町民の声を議会の運営に反映させるもの。

通年議会、文書質問、代表質問等につき意見交換を行う。

⑩ 議会改革推進会議

議会運営委員会は地方自治法に依拠する。議会改革推進会議は議会基本条例が

設置を規定する独自の機関。

従来、議会運営委員会が担っていた、議会基本条例の見直しを始めとする議会

改革に関する調査研究の領域を議会改革推進会議が担う。

議会改革推進会議で調査研究した内容は、議会運営委員会や議員協議会に持ち

込まれ、そこで合意形成が出来て運用可能となる。

⑪ 議会ＩＣＴ化の推進

目的として

オンライン会議実施環境整備

・・・感染症対策や悪天候でも集まらなくても開会できる会議

議案等のペーパーレス化

・・・印刷製本の手間と費用の節減

確実な連絡手段確立

議会広報手段の多様化と充実 等々を挙げる。

実際に活用して

ストックヤードに入れておいた各種資料やデータ（過去の予算決算や議案

審議の記録、審議過程に出された資料等）を見ながら審議がスムースに出

来る。

⑫ 文書質問

定例会開催月以外に執行機関の所信を文書で問うことが出来る。回答も文書で

行う。

実際には文書質問をして論点を明確にした上で、一般質問で質していくという

使い方をする場合が多い。

（３）議会基本条例の見直し

議会基本条例には、毎年見直しを行う旨が明記されている。

栗山町議会では平成２０年以来、毎年改正がされている。単に文言の改正に止ま

らず、新しい制度や規定が盛り込まれている。
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Ⅲ まとめ

① ケアラー支援条例

ケアラー支援の問題は、介護保険法制定時から指摘されているものであったが、

その対策は遅々として進まなかった。栗山町では平成２２年、２７年、令和２

年と実態調査を行い、その問題の所在を直視し対応する施策を進めてきた。

単に国や道の指示を待つのではなく、今、自分の町が抱えている問題の解決に

動き出す、その姿勢に学ぶべき点が多い。

② 議会基本条例

二元代表（立法府を構成する議員と、行政の長をそれぞれ住民の直接選挙で選

ぶ制度。二つの代表機関がその特性を活かして競い合い協力し合って、町民の

意思を町政に反映し、最良の結果を招くことが期待される。）の一方の極であ

る議会の果たすべき役割が具体的に規定された条例である。

説明を受けて、この条例に規定されていることがこの町の議会では当たり前に

なっているとの印象を受けた。と同時に議員に課せられた役割と使命の大きさ

を改めて強く感じた。

「町民に信頼される議会」の実現に向け、大いに参考になると考える。
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【栗山町】役場内研修

・会場のようす ・開会あいさつ（齊藤議員）

・議長あいさつ（鵜川議長） ・委員長あいさつ

・説明者（左より本田氏、森氏、大家氏） ・副委員長あいさつ

・使用しているタブレットの説明 ・役場前正面玄関にて
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２．ニセコ町

ニセコ町は後志総合振興局管内のほぼ中央に位置し、札幌市や新千歳空港から車で約

２時間の距離にある。

面積は１９７.１３㎢で東に国立公園の羊蹄山、北に国定公園のニセコアンヌプリの山

岳に囲まれており、波状傾斜の多い丘陵盆地を形成している。豊かな水と恵まれた土

地条件を活かし、水稲やアスパラガス、メロン、トウモロコシ、ジャガイモ等の野菜

の生産が盛んである。

令和４年４月３０日現在で、人口は４,９１８人、世帯数２,５２３世帯となっている。

町名の由来はアイヌ語で切り立った崖を意味している。

ニセコ町はエキノコックスの防除につきキツネの虫下し餌（ベイト）の散布という新

しい方法で多大な効果をあげているという。我が町厚岸町でもこの方法の検討に入っ

たとの話もあり、先進地ニセコ町の取組について視察を行った。

また、ニセコ町は、町づくりの普遍的な柱として「情報共有」と「住民参加」を掲げ、

町づくりの実践を積み重ねてきた。その施策、基本理念の集大成として、平成１２年

全国にさきがけて「ニセコ町づくり基本条例」が制定されいる。

「情報共有」と「住民参加」、お任せ民主主義からの脱却を標榜する、ニセコ町の町

づくりについて話を聞いた。

令和４年５月１９日１３時３０分より、ニセコ町役場３階町民ホールにおいて、担当

職員より説明を受けた。
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Ⅰ エキノコックス対策

（１）エキノコックス症とは

① エキノコックス症とはエキノコックス属条虫の幼虫（包虫）に起因する疾患で、

人体各臓器、特に肝臓、肺臓、腎臓、脳などで包虫が発育し、諸症状を引き起

こす。

１９６４年以前は、礼文島に見られるだけだったが、１９６５年以降、根室市

に患者が発見され、その後の調査で道東１０市町村に分布が確認された。

１９８３年以降は北海道全域で分布が確認されており、国民の健康に脅威を与

える感染症となっている。わが町も例外ではない。

そのために感染症法では、エキノコックス症を４類感染症全数把握疾患に指定

し、全患者発生例の報告を義務付けている。

② エキノコックスという寄生虫には、卵、幼虫、親虫と３つの発育段階がある。

卵は餌と共に野ネズミの口に入り、腸で孵化して幼虫となる。

幼虫は野ネズミの体内に寄生する。幼虫は野ネズミを食したキツネの体内で育

ち親虫となる。

親虫はキツネやイヌの体内（小腸）に寄生し、生育すると卵を産む。

卵は親虫から産み出され、キツネやイヌの糞便と共に出てくる。

キツネの糞便と共に野外に出された卵は餌と共に野ネズミの口に入り、腸で孵

化して幼虫となる。これを繰り返す。

虫卵は直系０.０３㍉程度の大きさで肉眼では見えない。
③ 親虫が寄生する動物を終宿主、幼虫が寄生する動物を中間宿主という。

終宿主にはキツネ、イヌ、ネコ、タヌキなどが挙げられる。このうちネコ、タ

ヌキでは親虫が十分に生育できず、卵を産むことが出来ない。また、幼虫が寄

生する中間宿主には、野ネズミ類やヒト、ブタ、ウマ等が挙げられるが、ヒト、

ブタ、ウマでは幼虫から親虫になることはないため、卵を作ることはない。（ヒ

トからヒトへの感染はない。）

（２）エキノコックス症の感染予防

① エキノコックスの感染は、卵に汚染された山菜や沢水などを直接口にしたり、

卵が付着した手指を介して感染する。

また、卵は強い抵抗性を持っており－２０度くらいの低温では死なない。但し、

熱には弱く煮沸すれば確実に卵を殺すことが出来る。

② このことから山菜等は加熱する、手を洗う、生水は飲まないといった行動の徹

底が望まれる。

③ キツネと同様、イヌにはエキノコックスの成虫が寄生し、卵を排出している可

能性がある。

放し飼いをしない等、イヌの飼い方には注意を要する。

④ 定期的に検診を受け、早期発見に努める。
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（３）ニセコ町のベイト（駆虫剤）を使ったエキノコックス症の感染予防策

① ベイト（駆虫剤）

現在ヒトのエキノコックス症を根治できる薬剤はないが、終宿主のキツネには

条虫駆虫薬（ブラジクアンテル）が有効とされる。この薬剤を混ぜた餌（ベイ

ト）を散布する方法で、キツネの感染率を劇的に減少させる手法が開発された。

国内では道立衛生研究所、北海道大学獣医学部がいくつかの自治体と共同して、

ベイトの散布方法とその効果について研究を行った。その結果一定の頻度と密

度でベイトを散布すれば、キツネの感染率が大幅に減少することが示され、駆

虫剤散布の有効性が示された。

② ベイトの散布

ニセコ町では町内全域に隈無く散布すべくコースを設定し、自動車から道路沿

いに散布する。散布数は総数１,３００個、大体１００メートルおきに散布する。
所要時間は約２時間、５月から１１月まで計７回程度の散布を行う。

③ 感染状況と検査結果

１０月頃、検体（キツネの糞）を採取し、専門機関でエキノコックス抗原と虫

卵を検査している。検体数は８０個。

（抗原陽性・・・キツネが感染していることを示す。）

（虫卵陽性・・・キツネの糞にエキノコックスの卵が存在することを示す。）

感染率は平成２０年３３．６％（散布前）

平成２１年１０．５％（平成２１年から散布）

令和 ３ 年 １．０％ と激減している。

（４）エキノコックス症検診

町全体を５地区に分け、その１つを重点地区とし検診を行う。対象者は原則とし

て重点地区の住民だが、過去５年間検診を受けていない人は他地区の住民でも受

診できる。

近年、エキノコックス症の患者は発生していない。
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Ⅱ ニセコ町まちづくり基本条例

（１）条例制定と理念

① 条例制定により従来と大きく変わったものはない。

ニセコ町においてこれまで取り組んできた様々な施策・取組を法令により裏打

ちし住民参加の権利を保障するものとして条例を制定した。

条例はその前文において「町民一人ひとりが自ら考え行動することによる自治

が基本」と宣明する。

② 条例は「情報共有」と「住民参加」を２本の柱として構成する。

情報共有・・・町づくりの情報は町民の共有財産

広報、コミュニティ FM、ホームページ、フェイスブック、ツイッター等に
よる情報発信

徹底した文書管理（ファイリングシステム）、会議の公開、会議録の公表

財政の透明化(予算説明書の全戸配布、予算ヒアングの公開)

情報公開条例、個人情報保護条例

住民参加・・・町の仕事への参加は町民の当然の権利・町民自ら考え行動

町の計画づくり、制度の検討、施設整備の検討の委員を公募

条例や計画制定時のパブリックコメントの制度化

町づくり委員会、住民検討会議

子供会議、小中学生町づくり委員会

③ 条例の骨子は次のとおりとする。

ア 町民の権利保護に関する規定は以下のとおり

情報提供を受ける権利

情報を自ら取得する権利

機会均等の参加権

参加において差別されない権利

子供たちの参加権（子どもの権利条約をモデル）

イ 町民自身の責務に関する規定は以下のとおり

総合的視点に立った言動

コミュニティを守り育てる責務

ウ 議会の役割と責務に関する規定は以下のとおり

意思決定機関、議決機関としての議会

情報共有と住民参加の議会

自主的、自立的な会期外活動

政策会議の設置

政策提言、立法活動を中心とした議会

エ 行政の役割と責務に関する規定は以下のとおり

町民への説明責任

町民参加の場の確保

特別職就任時の宣誓
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意見、要望、苦情等への応答義務と町民の権利保護

町づくり専門スタッフとしての職員

法令遵守の義務

政策法務の推進

危機管理体制の確立

④ 基本条例はニセコ町の憲法

町職員は基本条例を小型手帳の大きさにした冊子を携行する。

事業の計画立案はもとより、業務の遂行過程や事業の展開の各場面において

基本条例に沿ったものになっているかを検証することが求められる。

⑤ 就任時の宣誓

町長、副町長、教育長は就任時に議会において、台本無しで宣誓する。

一般職員も採用時、地方公務員法規定に加え、この条例の理念実現のため職務

執行する旨宣誓する。

⑥ 本条例は４年を超えない期間ごとにニセコ町にふさわしいものであり続けてい

るかどうかを検討する。

町民参加の検討会議で、条例がしっかり運用されているか、今条例に不足する

ものはあるか、実態に合っているか、検証議論する。

（２）基本条例の実践１～情報共有～

① 文書管理システム（ファイリングシステム）

町民が主体的に町づくりを進めるためには、町の情報が常に共有されていなけ

ればならない。行政の情報は町民の共有財産であり、行政は情報を体系的に管

理する責務がある。

平成１２年度からファイリングシステムを導入し、これを基本とする文書管理

条例を整備した。その目的は情報の検索性を高め、情報の高度利用を可能にす

ることにある。これは文書の私物化を徹底的に排除し、情報（文書）を共有化

することで、誰でも情報の活用が出来る。また、文書検索の時間を要しないた

め行政コストの大幅な削減が図られる。

庁舎内現年度、前年度文書は全てキャビネットに収納する。フォルダーに収納

された文書はガイド名を目視検索することで３０秒以内の取り出しが可能とな

る。（退庁時には全ての文書がキャビネットに収まり机の上には何も残らない。

業務環境に厳しい規定がある。）

ニセコ町では全ての端末からデータ入力や情報検索を可能とした「文書目録公

開システム」を開発し、文書目録はオープンデータとして公開中である。

② 予算説明書「もっと知りたいことしの仕事」の全戸配布

町の予算は、本来町民のものであり、行政には毎年度の予算を町民に分かり易

く説明する責務がある。ニセコ町では通常の予算書では伝わらない予算の具体

的な内容を、町民に分かり易く報せるため、毎年５月に全世帯に無料配布する。

情報共有（説明責任）の原点と位置づけ、小学生でも分かる表現を心がける。

本書は全ての事業に加え、町の財政状況、町債、基金、町長や職員の給料の状
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況などを掲載する。

事業の掲載方法は総合計画に基づいた分野別に分類する。また、地方財政健全

化判断比率（４指標）の状況も掲載する。

③ 予算編成の公開

予算編成は、９～１０月に「次年度事業計画各課ヒアリング」、１１月に町長

が方針を語り、財政担当者が財政状況・編成要領を説明する「予算編成方針説

明会」、１月に各課職員が次年度予算を町長に提案説明する「予算編成各課ヒ

アリング」が行われる。

この予算編成過程はすべて公開で行われる。

④ まちづくり町民講座

役場の担当課長などが説明者になり、担当分野の現状や課題を説明し、その課

題について議論する。

これは町の将来に向かっての課題を住民と行政が共有し共に考える場となる。

また、職員が自分の仕事について住民に分かり易く説明する力、対話する姿勢、

意見をまとめる能力を養う研修の場ともなる。

「まちづくり講演会」「シンポジウム」外部講師を交えて広範な議論や勉強会

を開催している。

（３）基本条例の実践２～住民参加～

① まちづくりトーク

５人以上の町民が集まれば、指定する日時場所に町長や担当部署の職員が訪問

する。少人数の意見交換により濃密な情報共有、住民参加が期待できる。財政、

子育て、環境問題など種々の課題が議論されている。

② こんにちは（おばんです）町長室

毎月１回２時間程度開催する町長室開放事業。時間は日中と夜を毎月交互に行

う。１組あたりの懇談時間は３０分程度とする。課題は特に問わず町長が直接

応対する。示された課題によっては町長から担当者に指示をする。

③ まちづくり懇談会

各地区の会場やサークルの集まりに町長、副町長、教育長等が出かけ、まちの

課題や種々の計画を話す。参加者の意見や要望を懇談し、施策に反映する。

④ まちづくり委員会

町民が総合的に町づくりを議論できる場。委員は公募委員を含む１０人。任期

は２年。活動は年数回、検討中や進行中の町の事業について意見交換を行って

いる。

（４）基本条例の実践３～未成年の町民のまちづくり参加～

① 小学生、中学生まちづくり委員会

小学生まちづくり委員会は小学４～６年生、中学生まちづくり委員会は全学年

が対象となる。

子供達に今まで知らなかった町の一面を知って貰うと共に、自分達の力でふる
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さとの課題を見つけ提言して貰うことを目的とする。

ワークショップを中心にフィールドワークを行い、自分の目で町の課題を眺め

ながら子供なりの議論提言を行っている。

② 子ども議会

議員となるのは、小学校４年生から高校３年生までの公募児童生徒１０名で、

町議会と同様に進められる。本会議は一般質問の形をとり、事前調査や議員同

士の議論も行う。本会議後はまとめ活動や議会だよりの発行も行う。

子ども達が地域社会の構成員として町づくりに参加し社会体験を積むことによ

り、自身の成長はもとより、より豊かな地域社会の創造を主眼とする。

一方分かり易い回答を準備し、質問の実現可能性を探るという努力を通じ、職

員の資質の向上役場の実力向上にも寄与している。
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Ⅲ ニセコ町の環境・SDGsの取組

（１）景観条例等環境保全施策と理念

① ニセコ町の経済は観光と農業により成り立っている。この基盤となるものは豊

かな自然環境である。

今ある自然環境が崩壊すれば、産業基盤が失われる。現在の豊かな暮らしを守

るため環境保全の取組が必要である。

② ニセコ町独自の環境規制ルール（景観条例、準都市計画、水道水源保護条例、

地下水保全条例）を定める。

条例制定の理由は、環境との共存を目指すニセコ町の態度を明確にすることに

ある。

③ 景観条例により、開発事業の事前協議、説明会開催を義務化した。現在この条

件に反して開発を強行した事例はない。

④ ニセコ町らしい開発、環境への姿勢を明確にすることで、この理念に賛同する

企業を呼び込むことが出来る。また企業にとってもニセコブランドの価値を活

用するメリットがある。

（２）環境モデル都市

① 環境モデル都市とは低炭素社会の実現に向け、先駆的な挑戦をする自治体を国

が選定しモデルとして推進するもの。

ニセコ町は２０１３年に選定された。２０１８年度までの第１次環境モデル都

市アクションプランを終え、現在第２次アクションプランを進めている。

② 内容は「住民一人あたりの経済活動の活性化と温室効果ガス排出量抑制の両立」

を掲げ、住民生活や地域経済持続可能性を合わせた総合的基本目標を設定して

いる。

③ ２０５０年 CO2排出ゼロ実質表明

現在の CO2排出量を２０５０年までに８６％削減する。（６２万㌧→０.９万㌧）
森林管理の適切な推進により CO2吸収量を０.９万㌧に設定する。

④ 高気密高断熱建築技術の開発

ニセコ町役場庁舎（令和３年３月竣工）

最高クラスの高気密高断熱性を持った建物で町の CO2削減モデルとなる。

⑤ 環境モデル事業の効果

電気料等、地域外に流出する所得の削減を図る。

地元業者のスキルアップによる受注で地域内所得環流を図る。

長寿命建築施設により資産価値の永続化を実現する。

進出企業のイメージアップに寄与出来る。
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Ⅳ まとめ

① エキノコックス対策について

ベイト散布の方法が非常に有効であることを教えられた。我が町でもこのよう

な先進地事例を参考に患者の発生を防ぐため、施策を進めるべきと考える。

② 町づくり基本条例について

「情報共有」と「住民参加」を柱とした町づくりを明記のみならず。施策遂行

の全ての場面で基本条例と照らし合わせ、基本条例に従った施策が進められる

との説明を聞き、大いに参考になった。

我が町でも取り入れるべき点は多いと考える。

③ ニセコ町の環境・SDGsの取組み
昨年役場庁舎の新築にあたり、町の SDGs の取組のモデルとして、高気密高断
熱の庁舎を建築している。

環境モデル都市の実現は地域外に流れる所得を削減し、地域産業を育成する効

果をもたらすとの説明を受けた。
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【ニセコ町】役場内研修

・会場のようす ・副町長あいさつ（山本副町長）

・委員長あいさつ ・説明者（左：齋藤保健師、右：佐藤係長）

・説明者（島﨑係長） ・説明を受けるようす

・役場前正面玄関にて


